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1.は じ め に
国家 を政策主体 とする社会政策 と,個 別資本が行な う労務管理 とは,き わめて
密接な関係にある。醍醐作三氏が,「両者(社会政策と労務管理一引用者)は 相互に
補綴関係にあるもの」であ り,「独占資本主義の高度の発展現象であるところ の
国家独占資本主義の もとにおいては,両 者の関連性は ますます緊密化 し,両者ぽ
の
相侯 って資本主義体制の維持 ・発展のために機能 しているのである」と,か つて
述べてお られたように,社 会政策 と労務管理 とは,相 互に依存 しあい,相 互に補
綴 しあっているといって も過言ではない関係 にあるものと考 えられる。
社会政策 と労務管理との この・ような関係について・最近の若干の事実たついて,
みると,た とえば,1985年5月の第102国会で成立 し,'86年4月か ら施行され
ている 『男女雇用機会均等法』,お よびその具体的な運営のため基準細 目を規定
している省令細 目は,女 子労働者の機会の均等確保については,事 業主のたんな
る 「努力義務」 とし,し か も 「漸進的に進めることを目指 して」としているな ど,
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「企業側への大変配慮を見せて」.いることは・周知のことである。 この法律をう
けて,関 東経営者協会の研究報告書r男 女雇用機会均等法 とこれか らの雇用管理
の方向』('86年4月21日)に,..コー ろ別の複線型管理 を提言するなどにみ られるよ
うに人事 ・賃金制度 の職能主義的再編 ・強化が,こ れまで以上に推進 されようと
して い る。
また・この数年来深刻の塵 を深めつつある酬 問題 の一端について考え下みて
も,た とえば,常 時雇用する労働者の6%以 上は,55歳以上の労働者でなければ
な らないとしなが らも,そ の違反についての罰則規定がないこと(『中高年齢者等
の鹿用の促進に関する特別措置法』'7i年5月25日公布)や60歳 定年を単なる努力義
務 とす る(『同改正法』,いわゆるr60歳定年法』'86年10月1日施行)という微温的な中
高年齢労働者雇用政策の もとで,中 高年齢労働者に重点をお く人員整理がME
技術革新 と一体 となって進行 しているし,ま た,「当面は60歳,最終的には65歳
を目標 とする定年延長」とひきかえに,「労務管理のあ り方,賃 金及び退職金の
あ り方など雇用賃金の諸制度の全般にわたって新 らしい条件に照 らして見直 しを
行い」「改善する必要がある⊥とい う労働政策(r中期労働政策懇談会提言』1978年)
くの
に呼応するかのよ うに,人 事 ・賃金制度の職能主義化がすすめ られている。
さらには,日 本 経営者団体連盟rME化 の進展 と企業の対応』(1984年)によ
る 「期間の定めのない雇用契約」寧 本採用以外の 「新たな雇用 ・就労形態」の
導入,経 済同友会 『ME化 の積極的推進 と労使関係』(1984年)による 「人材の
仲介 ・派遣」を中心とする 「中間労働市場」の創設などの,財 界のあいつ ぐ政策
的提言 に呼応 して,1985年5月の第102国会で,r労働者派遣事業の適正な運営
の確保及び派遣労働者の就業条件の整備に関する法律』('86年7月1日施行)が 可





働者が823万人増加 し,その比率は,本 採用労働者3に たいして不安定就業労働
者1(1982年は6:1)となると予測 されているほ どである。
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以上は,さ いきんのご く僅かな例証にすぎないが,こ れらの事実か らも,社会
政策 と労務管理との緊密な関連性は,明 らかであろう。 したが って,『』常識的に考
えてみても,社会政策についての研究にあたっては,労 務管理についての分析が




寄与 しあっているのだろ うか,い いかえると,両 者の交流 ・相互関係は どうであ
ろうか,と い うことが問われなければな らない。 このことを研究史的に若干検討
するのが,こ の小論の課題であるが,そ れには避けることのできないい く6かの
困難な点がある。
それらのなかで も,と りわけ無視 し得ないことは,わ が国の労務管理研究者と
社会政策研究者 との間にみられる,問 題意識の相違ないしは断絶 とも言 うべ ぎも
のである。 もちろん研究者のすべてについて言い得ることではないに して も,そ
の主要な動向についてあえて極言するならば,社 会政策研究の方向の重点が,客





示されているように,労 務管理の研究の重点があるべき制穫 や方策な どにづいて
の管理論的な解明ないしは政策的提言や,欧 米の労務管理制度 ・方法および欧米
の理論(?)に ついての検討におかれてきた傾向が強いように解 される。 このよ
うに,労 務管理研究と社会政策研究とでは,問 題意識が異なるので,こ の両者の
間には,「厚い壁」があ り,そ の相互交流 ・関連を見い出すことは,か な り困難
であるといわなければな らな い。 また川辺平八郎氏によって,「従来の学問的状
況からすると,国 家 レベルでの労働社会政策 と,個別独占 レベルでの労務管理と
の対応関係についての理論的 ・体系的な分析は,か ならずしも十分に展開 されて
　の
きたとはいいがたい状況にある」と指摘 されているような状況 もみ られる。 しか
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しなが ら,だ か らといって,以 上のことは,労 務管理の具体的 ・客観的事実にた
いする社会政策研究者か らのアプローチや,社 会政策研究の成果 をとりいれよう
とする労務管理研究者の試みが,ま った くなか ったということを意味するもので
はない。猿田正樹氏のr戦 後 日本における労務管理 と労働政策』(1986年)にみら
れるような,・r労務管理 と労働政策を統一的に抱 える」・ことによって戦後 日本の
労資関係 をあとづけようとする研究 もあらわれている・
以上の点を念頭におき,層第2次 大戦後か ら1960年代後半にいたるまでの時期に
限定 したうえで,労 務管理 と社会政策 との研究史を,企 業 ・職場での労働問題や
一労務管理の分析に焦点をあわせて整理 してみ ると,か な、り恣意的 ・便宜的である
か も知れないが,① 年功制 ・終身雇用 ・企業別組合などの 「日本的労資慣行」 を
軸 とする 「日本的労務管理」についての研究と,②社会政策研究における 「賃労
働の理論」や 「社会政策論争」'をふ まえて展開されたと解 され得 る,.労務管理の
本質;対 象規定にかかわる研究との2つ に,労 務管理研究と社会政策研究 とのか
かわ りが求められる,と い ってよかろう。 ここでは,以 下,こ の2点 に焦点をあ
わせて考えてみることにしたい。
ll.「日本的労務管 理」 を中心 に
労務管理についてのこれまでのわが国の研究は,先 にも一言 しておいたように,
欧米の労務管理学説の研究や,採 用配置,教 育訓練,時 間 ・動作研究,職 務分析,
職務評価,人 事考課,賃 金形態,意 思疎通,福 利厚生,経 営参加な ど,多岐にわ
た って分化された個 々の制度 ・手法の解説的研究ない しは政策提言的研究に傾斜
してお り,後述の若干の研究を除 くと,日 本の労務管理の具体的事実についての
解明には,ほ とんどみるべきものがなか った。 日本の労務管理の実態については,
労務管理研究者 よりも,む しろ社会学や社会政策の研究者によってとりあげられ
てきた。労務管理研究と無関係に進められてきたこれ らの研究,と りわけ社会政
策研究者の研究によって,皮 肉にも日本の労務管理の実態な り問題点や動向な り
がす くなか らず明 らかにされ,労 務管理研究にかな りの寄与がなされている。そ
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後間 もないころ,実 証研究をつ うじて,日 本の産業労働者は,① 社員,準 社員,
工員,組 夫の 「身分的秩序」り もζに編成 されていること,② 「年功 によって表
示される段階的な技能によって秩序立て られ」た 「年功的職場秩序」の もとに統
括されていることに,「日本における労使関係の原型」を見い出し,「第1に,そ
れは,合 理的な経営管理 ・生産 力の発達 と矛盾する………第2に,人 事待遇の権
利がそれぞれの階層の長に握 られているような階層的組織においては,合 理的労
務管理は行われない」 という 「それ 自体の内部の矛盾 の展開」 によって,「原型
の解体≧.再編成」 を説明 しようとする氏原正治郎氏の研究は,「年功的職場秩序」
という概念 を軸とする,わ が国労務管理研究の先駆的な役割 りを果 した。
ところで,氏 原氏によって形成 された 「年功制」は,「 賃労働者層 とは異質的
な社会層からの労働 力供給が不断に行われているとい う」わが国の労働市場の特
殊性規定と結びついていたが,1955年前後からは じまる 「技術革新」の進行に注





働法』25～26号,1957年)は,鉄綱 につ いての実証研究 に もとづいて,「工場 経験年
数」 とい う概 念 を構成 して,「 技能序列 は工場経験年数,現 職経験年数 に対応 し
てい るのであ って,年 齢的要因は払拭 されつつあるのであ る。 ……… この変化 こ
そ年功制度 を破壊 す るもの」であ ると,生 産手段体系 の進歩によ る年功 的職場秩
序 の解体再編成 を明 らか に しょ うと した。 こうした方 向での研 究 は,そ の 後,
1959年か ら60年にかけて,神 代和欣 ・高梨愚民r技 術革新 と労使関係』(1959年,
神奈川県),松 島静雄 ・間宏氏「オー トメー シ ョンと労務管理一TM石 油化学調査報
告」(r社会科学紀要』1959年,凍大経済学部),司 馬正次氏 『オー トメー シ ョンと労
働一火 力発電所 における実試的研 究』(1961年,東洋経済),東 京大学社会科学研究
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所 『石炭業における技術革新 と労務管理』(1960年,東大社研),東京大学社会科学
研究所r造 船業における技術革新 と労務管理』(1960年,東大社研)な どとしてあら
われ,技 術重視の生産力視点への傾斜 を深めつつ,わ が国の労務管理の実態につ
　の
いて,社 会政策研究者による接近が行われていった。
このような,い わば生産 力視点への偏向での,年 功制の検討を軸 とする研究に
対置されるものとしては,た とえば,八 幡製鉄の戸畑製造所 を対象 とする刻明な 』
実証研究をつ うじての戸塚秀夫氏の批判や,「日本資本主義」 に 「特殊な体制的
要因」 を重視する高橋洗氏の研究な どがある。戸塚氏は,明 治大学社会科学研究
鉄所r鋼 業の合理化と労働』(1961年,白桃書房)に おいて,「熟練 をとりあげる場
合の力点」は,「熟練それ自体のいわば自然的特徴」ではな く,熟練の 「歴史的 ・
社会的存在形態を具体的に追求すること」におかれなければな らないと強調され,
さらに経営の労務政策 とそれにたいする組合規制 とを主要な内容 とする 「資本と
賃労働の対抗関係」 を明 らかにされようとした。高橋氏は,日 本の労務管理の分
析にあたっての 「決定的に重要な二つの要因」 を 「労働組合運動の発展 と・・……・
どくに1955年以降のr技 術革新』の インパク ト'」に求め,「問題は,こ の団体交渉
の範囲が,主 として大企業の常用労働者に限定 され,労 働組合がそのr企 業別組
合』にとどまっていることにある。それが日本の労務管理 を特徴づけ る基本的な
条件 となっている」 とした うえで,第2次 大戦後,戦 前型の日本的労務管理の後
退,・「職務 を軸 とした労務管理」の推進が必要となったにもかかわ らず,企 業別
組合の 「企業主義」への転落のため,「 日本的労務管理の土台とな っている 『年
功的職場秩序』」が 「解体すると考えるのは早計」であり,「導入されている職務
給 も・r年功賃金』を くつがえすような ものでな くて」,それ と 「癒着 しているも
くの
の」と論 じている。
以上のように,生 産 力的視点への傾斜 とそれに対峙する視点とい う'きわだった
相違がみられたにせよ,わ が国の労務管理の特質ない しは土台を年功制に求めた
うえで,そ の再吟味をつ うじて,労 務管理の実態に迫ろ うとす る研究が,'社会政
策研究者によって進められていった。 こうした研究 とあい前後 して,独 占段階に
おけ る労働市場 の企業内封鎖的性格 と 「職業内部の昇進制」とに着 目する研究が,
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神代和欣氏,小 池和男氏 らによって行なわれた。神代氏の場合は,独 占段階に一
般にみ られる,職 業内部の昇進昇給制 と日本の年功制 とは,ど こまでが同一であ
り,ど こか らが違 うかを確定することに関心がおかれていたのにたいして,小 池
氏のr日 本の賃金交渉』(1962年,東大出版),「内部昇進制 と労資関係」(r経済科学』
20巻2号,1973年)は,.大量生産方式の導入 ・労働細分化 ・労働規格化 ・熟練の分
解の進行によって,熟 練の企業内養成 ・企業内昇進 ・企業内賃金構造が形成 され
るのは,独 占段階における一般性であるとして,年 功制 を日本的特質とする考え
方を批判 している。神代氏,小 池氏の研究に共通 して言える ことは,技 術進歩に
もとつ く 「労働の細分化」,「職種の職務への分解」,「熟練の分解」にともな う昇
進制度 の成立とい うことであるが,高 木督夫氏は,そ れだけでは 「昇進制度的労
働関係」成立を明 らかにするのには不十分であ り,決定的に重要なのは,「まさに
労資の対立関係 のもとでの資本の労務政策の優位化の産物」としてとらえること
であると主張され畿 その徴 隅谷三喜男氏 「日本的労使関係論の再検討」(『日
本労働協会雑誌』187号,1974年)による,ア メリカにおいて展開 されている 「内部
労働市場」論で明 らかにされた理論的視点に もとづいてわが国の年功制論 を再構
築すべきだとい う提言 をめ ぐって,「 内部労働市場論には,理 論的にも実証的に
もさまざまな難点」があること,ア メリカとは異 り 「日本の場合は年功的原理が
労使関係の全体を規制」していて,「日本とアメ リカの昇進制度」は量的にも質的
にも異なるごとな どを主張する舟橋尚道氏の 「内部労働市場 と年功制論」(r日本
労働協会雑誌』192号,1975年)をは じめとして,年 功制にかかわる社会政策研究者
による研究は,枚 挙 にいとまがないほ ど,後 を絶たない し,「高度成長」,その崩
壊およびそれに続 く経済危機の深刻化のもとでの,わ が国の労務管理の再編 ・強
化過程 について も,社会政策研究者による注 目されるべき数多 くの研究が蓄積 さ
れてきているが,.それらについてかいまみる余裕は,こ こではない。特筆すべき
研究として,道 又健治郎氏を中心 とする研究集団によるM製 鉄 を対象とする刻明
な実証的研究 『現代 日本の鉄鋼労働問題』(1978年,北海道大学図書館)が ある。 ま
た,1900年代後半にいたるまでを検討の対象 としている本稿の範囲をこえるが,
1980年代 には,向 笠良一 ・戸木田嘉久 ・高木督夫氏および木元進一郎 ら に よ る
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r工場 調査 ・巨大工場 と労働者階級(上 ・下)』(1980年,新日本出版),日本の労働組
合運動編集委員会r日 本の労働組合運動(全5巻)』(1984～5年,大月書店)や,小
山陽一氏 らによるr巨 大企業体制 と労働者一 トヨタの事例』(1985年お茶の水書房)
をは じめ とす る多 くの研究があいつ いで まとめ られてきて いる。
社会政策研究者 による以上 のよ うな,日 本 の労務管理 の実態 の解 明 と対比 して,
労務管理研 究者 による実態 についての研究は,量 的に劣 る観 が しない とはかな ら 覧
ず しもい えない。わが国の労務管理研究者 の研究上の関心が,『原理論的研究,学
説研究や政策提言的研究に注がれてい るなかで,今 井俊 一氏r経 営労務 論』(1955
'年,ミネルヴァ書房)や 全国的 な規模 での集団研究の所産 としての 『現代経営会計
講座一戦後 日本 の経 営会計批判'・第2巻 経営労務編』(1956年,東洋…経済)を 皮 き
りと して,長 谷川広 氏一r日本 の ヒューマ ン ・リ レイシ ョンズ』(1960年,青木書店),
長谷川広氏 と木元進T一郎 らとに よるr日 本の労務管理』(1963年,青木書店),木 元
進 一郎 のr労 働組合 の経 営参加一 労使協議制 の 日本的特質 と変遷』(1964年,森山
書店),同r労 務管理一 日本資本主義 と労務管理』(lg72年,森山書店),薄 信 一氏
r現代 の労務管理』(1965年,法政大学出版),角谷登志雄 ・高堂俊 弥氏r転 換期 の企
業労務』(1977年,ミネル ヴァ書房)な どをは じめ として,科 学的社会主義の観 点か
らす る,戦 後 日本の労務管理 の実態についての研 究が行われて きた。 なお,こ の
小論 の対 象 とする時期以降の ことであ るが,猿 田正樹 氏r前 掲書』,向 笠良一氏
r巨大工場 におけ る資本 と労働』く大月書店,1981年),渡辺峻 氏r現 代銀行企業の
労働 と管理』(ミネルヴァ,198年),安井恒則氏 『現代大工業の労働 と管 理』'(ミネ
ルヴァ,lg86年),木元進一一郎r労 務管理 と労使関係』(森山書店,1986年)など,日
本 の労務管理の実態 を究明 している研究があいついで発表 されてい る。
ここでは,便 宜的 であ るが,そ して また科学的社会主義 に依拠 されてい るか否
かは別 として,森 五郎 氏 『戦後 日本の労務管理』(1961年,、ダイヤもン ド社)に つい
てみてお こう。 森 氏によれば,「戦後 日本 の労務管理」 は,「一方 には外 か らの
民主改革 と労働組合 の発達 によ って」,「他方には昭和26～27年以降の技術導入 に
よる」 「労働 力再編成 の要請 によ って」,「少 くとも大企 業においてはゴ表 面的 に
は理念 と体 系および技術の近代化 が志向 されるにいた った」 が,「 実体 的には封
一 「労務管理研究と社会政策研究」についての再考 一9
鎖的労働市場 と終 身雇用制度 とにもとつ く職務観念の実践的未成熟」に 「制約さ
れて十分には成熟 しがたい状態」 にあ り,「専制主義の希薄化された経営家族主
義的秩序 と未成熟な職務秩序 との二つの秩序」が 「十分に調和することな く混在
しているもの」 となっていると論ぜ られ,「 労務管理諸制度 を総合する基準は厳
密には近代的能率理念 とはいいがた く,その意味では・…・戦 前の日本的特質を脱
ず 　ゆ
卸 したとはいいがたい」とされている。 以上の立論の根底 には,「近代的能率理
念」,「職務観念」 という尺度があるように考えられ,そ のことが,科 学的社会主
義の他の論者による,戦後 日本の労務管理の個々の制度 ・手法の階級的特質の解
明 という視角 との隔 りの原因のひとつともなっているといえよう。それに して も,






て,「近代経営学」か らの,わ が国労務管理についての研究は,事 実の解明とい
うよりは,政 策的研究への傾斜が強いように解される。このことは,「 近代的 ・
合理的労務管理」.の追求 ということを視点として,「 日本的労務管理の功罪」 を
「論理的」に解明 したうえで,「一方において,終 身雇用制度 というものを廃止す
るところにtl合理的な労務管理の方向があるとは考えられない。他方に,・年功序
列型賃金制 とい 肴のは・ それはかな り不合理的な性 格を もってお ることは明 らか
で奉 りますが1し か もこれ を全面的 に廃 止す るところに,合 理的な労務管理 の要
請 ミ々あ 為 と・ 考 え る こと もで きな い」 と発言す る薄利 重隆氏 「日本的労務管理の
功罪」(r労務管理研究』34尋,1962年).からも明 らか であろ う。
皿.労 務管理対象論争を中心に
わが国の労務管理の実態の解明にみい出すことの困難であった,社 会政策研究
10一 経 営.論 集 一
と労務管理研究 との関連は,「 かのr大 河内理論』の批判に端を発 した論争が,
曲折 を経なが ら,つ いに社会政策論の枠組をこえ,r賃労働の理論』 の提唱へ と
ゆ
展開 していった経緯を,労 務管理対象論争に投影 してみる」 という川端久夫氏の
作業にみられるよ うに,労 務管理研究者の問で くりひろげ られた 「労務管理対象
論争」 と呼ばれるものに,不 十分なが らも見い出される。
この論争 を整理 している田中照純氏 「労務管理の対象規定」(角谷登志雄氏rマ
ルクス主義経営学論学』1977年,有斐閣)は,「戦後のマルクス主義経営学の労務管理
研究のなかでも,も っとも精 力的に論議された もののひとつである⊥ と位置づけ
られたうえで,こ の論争の背景などについて,つ ぎのように述べられている。
「論争の口火は1960年代の初頭に切 られたが,そ れぽちょうど日経連や 日本
生産性本部が推進母体 どな って展開された,'いわゆる労使協 力を基軸にした生
産性向上運動の最盛期に符合 していた。 ヒューマン ・リレイションズをは じめ
とする近代的なアメリカ式労務管理が急速に普及するなかで,現 実の企業経営
での労務管理の内容はいちじるしく拡大 し,複雑化 してい った。そのだめに労
務管理が一体いかなる目的をもって何を行なお うとするものなのか とい うよう
な,い わば労務管理の本質にかかわる問題がヴェールにつつまれ,あ いまいに
なっていたのである。そこで,労 務管理の対象を明確にすることによって,そ
のような本質 を明 らかに しょうとする動きがマルクス主義経営学の うちに生み
ロの
出された。 これが労務管理の対象規定論争の発端である」。
以上のような ことを背景な り,論争参加者の問題意識な りとする 「対象論争」
は,労 務管理の対象を,「爵品としての労働力」に求める醍醐作三氏r労 務管理
論序説』(1954年,泉文堂),長谷川広氏r労 務管理論』(1960年,青木書店)をr資
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とい う2つ の報告 と討論 とに よって現実化 し,川 端久夫,.角谷登志雄,高 橋涜,
副田満輝,醍 醐作三,田 島司郎氏 らの労務管理研究者 による,つ ぎの よ うなあい
ついで発表 された研 究 を中心 と して展開 してい った。
古林 喜楽rr労 働 は商品 である』 対r労 働は商品でない』」(r国民経済雑誌』
106巻4号i1962年)
古林喜楽 「労務管理論研究の方法論序 説」(rビジネス ・レビュー』11巻2号,
1963年)
古林 喜楽 ・醍醐作三 ・木元進一郎 ・長谷川広 ・川崎文治(座 談会)「労務管理
の本質一 経 営学会 の報告 を中心 に」(r経営教室』1巻11号,1963年)
角谷登志雄 「労務管理の対 象につ いて」(r法経論集』45号,1964年)
角谷登 志雄 「資本制 企業 におけ る労働 と管理 に関す る基本的考察 一r労 務
管理 の対象』規定 の基礎 」(r法経論集』46号)
川 端久夫 「労務 管理の理論 について」(r社会問題研究915巻3・4号,1965年)
高橋涜 「労務管理 と労働組合一 団体 交渉 のrイ ンパ ク ト』 に関連 して」(大
河内一男還暦記念論文集r労 働経済 と労働組合』1966年,有斐閣)
副 田満輝 「労務管理 とは一 対象論議に関 す る覚書」(r創立40周年記念九州大
学経済学論文集』1967年)
田 島司郎 「労務 管理r対 象』論争について一 川端説 の吟味』 」(r熊本商大
論集』27号,1968年)
長谷川広r現 代 労務管理制度論 』1971年,青木書店
木元進一郎 「労務管理の本質」(醍醐作三 ・藤芳誠一 ・木元進一郎r経 営学総論』
.1969年,中央経済社)
醍醐作三 「労務管理 の本質」(醍醐作三 ・柴田勝次r経 営労務論』1972年,中央経
済社)
田中照純r労 務管理 の対象規 定」(角谷登志雄rマ ルクス主義経営学論学』1977年
有斐閣)
1960年代 の初頭 か らは じまり60年代 をつ うじて活発 に展開 された 「労務管理対
象論争第1期 」 での論議 を,そ れぞれの特 徴に したが って整理 してみ ると,① 労
12一 一 経..営.論 集 「一
働力説,② 労働説,③ 労働 力 ・労働 ・労働者対象説==三 位一体対象説,④ 賃労
働者説に大別することができる。
労働管理の対象を 「商品としての労働力」に求める労働力説は,労 務管理 を労
働者管理あるいは人間管理 ととらえる傾向が顕著であ った当時の考え方にたいす
る科学的社会主義か らの最初の鋭い批判 として,「省務管理の対象について も真正
面から検討 した最初の人 といわれている」醍醐氏によって,1950年代の半ば頃に
形成 された。醍醐氏は,資 本主義の もとでの労働力の商品化一→労働者の非人格
化とい う事実か ら,①労務管理の対象は労働者でな く,労働力であ り,そ の 「労




いて」のみ,f労 働者の考慮」 をするにすぎず,ま た労働組合は対象 とな らない
ゆ




っているが}他 の機会に もみておいたので,こ こでは,こ れ以上たちい らない。
以上のような労働 力対象説にたいして,r資 本論』 第1部 第2編 第4章 第3節
および第3編 第5章 第5節 の叙述に依拠 して,「 労働力が問題になるのは流通部
面においてであ り,生産過程においては,労 働 力それ自体において問題にな るの
ではな く,労働力の購買者による使用 ・消費が問題 となる」 という観点から,労
働 力の使用 ・消費=ゴ=労働に労務管理の対象を求める労働対象説が,坂 寄氏によ
　
って提起 された。それは,醍 醐氏による労働力対象説の提唱より約5年 余後めこ
とであ り;労務管理研究者に大きな刺激のひとつとな り,これ を契機として,労
務管理対象論争が くりひろげられることとなった。その第1段 は,労 働力か労働
かのいずれかではな く,「現実の労務管理においては,労 働者 と労働力と労働 と
が,す づて管理の対象となる」==「三者一体の ものである」 とする古林氏の三位
二体対象説であ った。
古林氏は,'①資本の目的は労働であ り,労働の管理にこそもっと・も重点がおか
一一一一一「労 務 管 理 研 究 と社 会 政 策 研 究1に つ い て の 再 考 一一一・t-13
れるし,ま た労働は全面的に管理さ れ得る(坂寄説への傾斜)一→ ② 労働が労働
力の機能の発揮であるかぎり,'労働の管理は必然的に労働 力の管理にまでおよぶ
(醍醐説への傾斜)一→ ③ しか し,労働力の再生産の大半は企業のぞとで行われる
のであるから,労 働力は部分的にしか管理できない 一→ ④ 労働は労働者 と不可
分であるか らゲ労働の管理は労働者の管理を必要とする一→ ⑤ しか し労働者は
「売 られたもの」 でないか ら本来管理することはできない,と い うように論理 を
展開されて,労 務管理は,労 働 力 ・労働 ・労働者 を不可分な ものとして対象 とす
ゆ
ると強調される。以上のかぎりでは,古 林氏の説は 「三位一体対象説」であるが,
「労働力の管理 と労働者の管理は労働の管理に対 しては下位に位置ずる⊥ とされ
ているように,基 本的には 「労働管理説」であると解 される。
以上の諸説に関 して,そ のいずれもは,① 労働 力の能率的利用,能 率的な労働
に重点をお くととによって,搾 取 ど 「資本のもとぺの労働の実在的従属」一 支
配 ・抑圧 とにかかわる労務管理機能 を,搾 取機能 に綾小化 していること,② 労働
力の売買過程 を労務管理の領域か ら除外 していること,③ レイバー ・リ・レイシ・
ンズ==・組合対策が労務管理か ら除外 されていること,な どとい う欠陥をまぬが
れないという疑問と,'労務管理機能は,搾 取機能 と支配 ・抑圧機能 との統一とし
ての独 自的機能 をもつ ものとして理解 ざれるべきであるとい う観点 との うえにた
って,木 元進一郎は,川 端 ・副田 ・角谷氏らによって 工賃労働者説」 と名づけら
れている対象規定を行 った。木元は,・労務管理の歴史的 ・具体的な展開について
のあとづけをふ まえた うえで,丁 労働力商品の購買によって,労 働力にたいする
使用権が資本のもとにおかれているということと,そ の労働力ゐ支出すなわち労
働が賃労働者個人のものとして';かれを通 じて行われ,か つ労働組合運動にみ ら
れるような資本対抗的な性格 をもっている生きた存在 によって労働力商品がにな
われているとい うこととの対立 という,個別企業における賃労働者」,「いいかえ
るならば,支 配 されているものと,支配 されていないものとの二斗争的な性格を
　
もつ賃労働者」 に,労 務管理の対象 をもとめてい るざ
'こ の賃労働者説 にたいす る批判 ・評価が,そ の後,川 端,・副 田,角 谷,田 島氏
らに よつで行なわれているが,田 中氏 は,「 川端久夫氏 によれば,対 象論争 の結
14一 一 経 営 ・ 論 集 一一 一 ・
着は労働者と労働力の内面的統 一,あ るいはそのような二元構成 の矛盾の解決で
あ り,そ れは木元氏のr賃 労働者説』によって基本的に果たされたとい う」 と述
⑳
べてお られる。
以上が,労 務管理研究者の間で くりひろげ られた 「労務管理対象論争」第1期
のご く大雑把な素描である。その後,「 労務管理対象論争」は1970年代 にはいり
第2期 をむかえ,新 らしい展開 といっそうの深化 とをみるにいた っているが,こ
こではふか くたちいってみることはさけ,第2期 論争にかかわる研究を指摘す る
にとどめておきたい。
浪江巌 「労働に対する指揮について「(r大阪商大論集』37号,1973年)
関口定一 「労務管理論についての一=考察一 対象規定論争 と管理概念の再構
築に関連 して」(r論究』中大,11巻1号,19774)




浪江巌 「労務管理 と支配一 木元 ・坂寄両氏㊧所説の検討 を通 じて」(r大阪
商大論学』54号,1981年)
黒田兼一 「労務管理研究の問題点一 …労務管理における管 理概 念 をめ ぐっ
て」(『桃山学院大学経営論集』23巻2号,1981年)
馬頭忠治 .「資本の指揮権 と大工業制一 管理 と階層分析の基礎視角」(r立命
館経:営学』21巻1号,1983年)
平尾武久rア メ リカ労務管理の史的構造』(千倉書房,1984年)
「労務管理対象論争」 第1期 に参加 した研究者の多 くは,社 会政策研究者の間
で行われた 「社会政策本質論争」や 「賃労働の理論」などについて直接的にはた
ちい っていないが,労 働管理研究者 自身が意識 していたか,し ていなか ったかは
別 として,そ してまた,そ れらの成果が どの程度反映 されていたかは問わないと
して も,その深部には,「大河内社会政策論」の検討には じまり 「賃労働の理論」
比いたる社会政策研究の潮流が横わ っていたことは否定できないよ うに考えられ
一一 「労務管理研究 と社会政策研究」についての再考 一一15
る。労働 力対象説から賃労働者対象説への展開は,先 に引用 しておいた川端久夫
氏の指摘の趣 旨にしたがえば,大 河内理論か ら 「賃労働の理論」への展開に照応
するものであったといえよ う。他方,こ の 「労務管理対象論争」が社会政策研究
に照射 し得たか否かについては,寡 聞にして知 ることができない。 こうした点に,
この国における社会政策研究と労務管理研究との間の片道通行的な関係 という研
究の状況のい ったんが示されているよ うにも思われる。
IV.お わ り に
以上,日 本の労務管理の実態についての研究と,「労務管理対象論争」 との二
つの点にあ しがか りを求めて,労 務管理研究と社会政策研究との関連 を研究史的
にあとづける作業 を試みてきた。 もちろん,両 者の関係は,以 上の二点につきる
ものではな く,こ れらの点以外に焦点をあて検討することも必要であることは,
いうまで もない。
これまでの考察か らも明 らかなように,労 務管理 と社会政策 との相互作用に も
かかわ らず,労 務管理研究と社会政策研究 との間には,直 接的かつ双方的な内的
関連は乏 しく,極言すれば断絶的であったといっても過言ではない。1980年代に
はいって,こ のよ うな状況 を克服 しようとする研究が先にも指摘 しておいたよう
に若干あらわれてきているが,そ れ以前は,社 会政策研究と労務管理研究 とは,
それぞれ無関係に研究を進めせいぜい結果的に補完 しあっているか,一 方通行的
にすぎないのが大勢であるように考えられる。 この小文のは じめで,「労務管理
研究 と社会政策研究とは,き わめて密接な関係にあるべきはずである」 と述べて
おいたが,こ うしたことにたちかえって,労 務管理研究と社会政策研究との,直
接的 ・積極的に して双方的交流が行なわれなければな らないと,痛感せざるを得
な い 。
注(1)醍 醐作 三著 『労 務管理 論序 謙 』泉文 堂、1954年,210～211ペー ジ。
(2)そ の い った ん に つ い て は,木 元 進 一 郎i著 『労 務管 理 と労 使 関 係 』 森 山書 店,1986年,
130～131ペ ー ジ,140～145ペ ー ジ,250～254ペ ー ジな ど。
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(3)そのいったんについては,木 元進一郎稿 「ME衝撃下の労働者 と労働組合」(r日本
の労働組合運動3第2巻,1984年,大月書店),木元進一郎他編著 『VDT労働』学
習の友社,1985年,149～153ページなど。
(4)氏原正治郎1薄 信一編 『労務管理』(講座r日 本の労働問題』第2巻)弘 文堂,
1962年。







⑧ 山本潔稿 「資本蓄積と労働市場」(労働問題文献研究会 『文献研究 ピ日本め労働問
題 』)綜合労働研究所,1966年に負 うところ大である。
(9)高橋洗…著r日 本的労資関係の研究』未来社1965年。





















〔あ と が き〕
この小稿 は,『 季刊労働法 ・別冊5号 』1977年5月に発表 した 「労務管理論 と
社会政策学」 を もとに,そ の後 の研 究のい ったん を と りいれ,加 筆修正 した もの
である。
